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１．調査の目的 

本業務は、東武アーバンパークライン江戸川台駅東口周辺地区におい

て、江戸川台駅東口周辺地区エリアビジョンを実現していくにあたり、公

民連携事業構築に向けた検討支援を行う。また、業務エリアにおける、公

民連携によるまちづくりの仕組みづくりとして、エリア全体のデザインや

マネジメントの仕組みを検討の上、日本貿易振興機構（ジェトロ）江戸川

台職員宿舎跡地（以下「ジェトロ跡地」という。）における公民連携事業

手法、駅前広場及び商店街通りの公共空間の活用方策を調査し、公民連携

事業の経験のある有識者で構成される会議を運営しながら、公民連携事業

構築に向けた検討・調査を目的とする。 

 

 

２．事業・施設の概要 

調査範囲は、江戸川台駅を中心とした東部アーバンパークライン以東の半

径概ね４００m 程度を基本とし、江戸川台駅東口駅前広場、江戸川台東口商

店街、ジェトロ跡地、北部地域包括支援センター及び江戸川台６号公園を含

むエリアとする。 

 

３．事業・施設の課題 

事業・施設の課題としては、下記のとおりである。 

・エリア全体として、駅前広場、ジェトロ跡地、商店街通りといったそれぞ

れの施設の統一的なデザインとマネジメントの検討を行うこと。 

・ジェトロ跡地の施設整備にあたり、民間サウンディングや有識者からの助

言を踏まえ、公民連携による事業手法の検討やその効果の比較検討などを行

うこと。 

・駅前広場及び商店街通りなどの道路空間の活用方策を検討すること。 
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４．事業全体のスケジュール 

 事業全体のスケジュールについては下図のとおりである。 

 

 

 

５．調査の流れ  

 調査の流れは下図のとおりである。 
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６．事前調査  

 本調査を行うにあたり必要な条件整理やデータの収集を行った。 

 

①各事業の基本情報と条件整理 

Ⅰ.背景・位置づけ 

流山市では北部に位置する東武アーバンパークライン（野田線）江戸川台

駅東口について、令和２年３月に策定した都市計画マスタープランにおい

て、住民の日常生活を支える地域拠点として、利便性の向上を図るため、江

戸川台東口駅前広場の再整備や公共施設の再配置を行い、駅周辺の活性化を

推進するとしている。 

このことから、江戸川台駅東口周辺地区再整備事業を市総合計画に位置付

け、再整備の検討に必要となる交通量調査や市民アンケート調査の結果など

を踏まえ、江戸川台駅東口周辺地区エリアビジョン（P.4）を令和５年２月に

策定した。当該エリアビジョンでは、『「ここに居たい、ここに来たい」と感

じられる場づくりを。』を目標に定め、各事業の構築を進めることとしてい

る。 
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Ⅱ.駅前広場 

駅前広場整備におけるこれまでの経緯としては、下記のとおりである。 

①基本計画：基本計画の段階では、駅前ロータリーの拡幅を行い、バスシ

ェルターや緑化施設の設置を行うとともに、賑わいにつながる広場空間を創

出することとした。 

②道路区域の設定：①を踏まえ、令和５年１１月に道路区域の変更告示を

行い、事業範囲が決定。同時に整備に支障となる物件が決定。 

③ロータリーの基本・実施設計：本報告書作成時点では、ロータリーの形

 
江戸川台駅東口周辺地区エリアビジョン 

※本内容は、令和５年７月時点のもので、今後、変更となる場合があります。 

⇒令和９年度 
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状や道路施設について詳細設計を行うとともに、県警との協議を進めている

状況。 

④用地交渉・買収：駅前広場の整備にあたり影響する範囲の用地について、

地権者との協議を進めているところ。 

 

Ⅲ.ジェトロ跡地 

A) 基本情報 

ジェトロ跡地は、日本貿易振興機構（ジェトロ）の江戸川台職員宿舎の跡

地を令和２年２月に市が用地取得したものである。 

 

＜ジェトロ跡地における建築制限等＞ 

敷地面積 2,088.48㎡ 

区域区分    市街化区域 

用途地域 第二種中高層住居専用地域 

建ぺい率／容積率 60%／200% 

景観計画区域 景観計画区域 

高度地区 第一種高度地区(12m) 
 

 

B) 基本構想 

 ジェトロ跡地の活用については、市が令和６年６月に策定した「ジェトロ

跡地活用に係る基本構想」における活用方針や必要な整備機能等を尊重して

いくものとなっている。 

 なお、基本構想では、「公民連携（PPP※）により民間の創意工夫等を活用

した質の高い公共サービスを提供できる施設整備・管理運営を目指す」との

記載があり、これについては本調査において検討するものである。 

 

 以下、基本構想の抜粋 

 

  ▲基本構想「第４章ジェトロ跡地施設の活用方針」 
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 ▲基本構想「第６章 必要な機能に対する具体的な施設候補」における、

機能と施設名のみ整理した表 

 

■活用方針の考え方 

➢ 多様な行政サービスの提供とともに便利で豊かな日常の暮らし

を支えるみんなの憩いと活動の場を併せ持つ複合型施設とす

る。 

➢ 若い世代に選んでもらえる場を目指し、子どもを含め、子育て

世代や高齢者まで多世代が交流することや地域で活動すること

により、地域全体で子どもを育むことを目指す。 

➢ 誰もが利用しやすいバリアフリー・ユニバーサルデザインとし、

また、性別等、年齢、障害の有無、人種、国籍等の違いにかか

わらず、様々な背景を持つ人が排除されることなく、気軽に立

ち寄れ、地域の住民が自然に交流できるインクルーシブな施設

を目指す。敷地内のみならず、駅や駐車場からの動線にも配慮

する。 

➢ 住民に親しまれるデザインの建物や広場空間を整備し、駅前と

して地域の顔となり、子どもたちにふるさととして愛される場

所を目指す。 

➢ 公民連携（PPP※）により民間の創意工夫等を活用した質の高

い公共サービスを提供できる施設整備・管理運営を目指す。 
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C) サウンディング 

ジェトロ跡地における事業について、公民連携による実施可能性を検証す

るため、令和５年１月に「江戸川台駅東口周辺地区再整備事業に係るジェト

ロ跡地サウンディング型市場調査」を行い、民間事業者４社から民間活力を

導入した施設や事業方式について提案があった。 

また、ジェトロ跡地において将来の民間事業者の参入等の可能性を検証す

ることを目的に民間事業者等の出店をしてもらう取り組み「トライアルサウ

ンディング」を令和４年１１月から令和５年１２月まで実施し、カフェなど

の飲食系の出店など、基本構想に掲げる施設候補につながる出店があった。  

 

Ⅳ.商店街通り整備  

 商店街通りは、幅員１２ｍ（両側歩道３ｍ＋６ｍ）、延長約１７０ｍの市道

である。 

商店街通りにおいては、将来の道路のあり方について検討を行うため、商

店街通りを歩行者専用道路化し、飲食のためのテーブル・イスを設置するな

ど、日常的に交流や滞在を生み出すための社会実験「江戸川台イーストリー

トプロジェクト」を令和４年度及び令和５年度に実施した。 

 

社会実験の概要については、下記のとおりである。 

 開催日時 取り組み内容 効果 

第 １

回 

R4.5.16-

R4.5.29 

・期間中にイベント等を実

施 

・交通量調査・アンケート・

居心地調査を実施 

・通りを通行止めした

結果、自動車交通へ

の影響やトラブルは

生じなかった。 

・イベントを実施して

いない平日でも歩行

者の通行量が 1,000

人／日以上増加 

・来訪頻度や滞在時間

増 

第 ２

回 

R4.11.14-

R4.11.27 

・道路上にテーブル・イス、

人工芝等のファニチャー

を設置することや、食べ

歩きを通して、日常的に

楽しく集える空間づくり

を行った。 

・通りを通行止めした

結果、自動車交通へ

の影響やトラブルは

生じなかった。 

・若い世代の滞在時間

増 
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・通りを通行止めするとと

もに、裏通りを一方通行

化 

・交通量調査・アンケート

調査・居心地調査を実施 

・食べ歩き等の取り組

みを行ったため、商店

街に来る目的が多様

化。 

第 ３

回 

R5.5.14 ・市のイベント「ながれや

まオープンガーデン」に合

わせ、商店街通りを「花や

緑」をテーマとした空間を

創出 

・アンケート調査を実施 

・江戸川台駅東口エリ

アに求めるものとして

「緑やオープンスペー

スがあること」を重視

する傾向がわかった。 

 

 

 

Ⅴ.北部地域包括支援センター跡地  

 北部地域包括支援センター跡地については、江戸川台駅東口周辺地区エリ

アビジョンに記載のとおり、ジェトロ跡地の施設利用者駐車場及びスクール

バスや企業バスの乗降場として活用することとなっている。 

 

②都市経営課題の把握 

 市の産業構造を踏まえた都市経営課題は、下記のとおりである。 

■課題１：住まいの優位性を向上させることで、今後の人口減少を最小限に

抑える 

（課題１の考え方） 

・戦後、流山市は東京郊外のベッドタウンとして発展してきた経緯がある。 

・令和５年度のデータによると、市の歳入の約 4 割は市税となっている。市

税の内訳としては、住民税が約 6 割（個人約 93%、法人 7%）、固都税が約 4

割となっている。住民税の内訳は、個人の住民税が約 9 割となっている。 

・流山市の地域の所得循環構造を見ると、通勤による域外からの所得が大き

いことがわかる。(GRP の 47.8%、2,517 億円)である。 

・TX 沿線の住環境整備及び DEWKs 世代に向けたマーケティング戦略によ

り人口が大きく増加している。 

・東京圏内の他地域からの流入により人口が増加しているが、流山市の人口

推計を見ると R9 年度をピークに市内人口は減少する見込みとなっている。 

・以上のことから、全国的な人口減少時代において、住み続ける価値の高い

まちづくりにより、定住人口を最小限に抑制することにより、歳入の急激な
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減少を抑えることが都市経営の視点から求められると考えられる。 

・江戸川台においては、下記の①～③の地域資源を活かしながら、エリアビ

ジョンに掲げる「「ここに居たい、ここに来たい」と感じられる場づくりを。」

につながる、豊かな暮らしを創出し、住み続ける価値の高いエリアを創出す

ることが求められる。 

【江戸川台エリアの優位性】 

①地区計画により敷地面積の最低限度が制限されていることから、他地区と

比較して宅地面積が大きくゆとりある住環境が確保されている。 

②昭和期にできた商店街が駅前にあること。 

③駅前広場や商店街通り、ジェトロ跡地といったまとまった公共空間が駅前

にあること。 

 

▲環境省の地域経済分析 [2018 年] 

 

■課題２：「稼ぐ」産業を創出するとともに、域内での「稼ぎ」「消費」を増

やすこと 

・流山市の歳入のうち、令和５年度のデータにおける住民税の内訳としては

法人が約１割であり、産業分野を強化することが歳入の増加に寄与すること

となる。 

・P.8 の地域経済分析の「分配」を見ると、例えば、ナショナルチェーンなど

の店舗における所得（売り上げ）は、その本社を有する他の自治体にあるこ

とで、所得が域外に流出している。（GRP の 7.8%（412 億円）が流出してい
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る。） 

・特に、売上高が高い産業、特に「小売業」や「宿泊・飲食サービス業」に

おける所得が流出していることから、域外の企業から域内のローカルな企業

に置き換わることで地域内経済の循環に寄与するかたちとなる。 

・上図の地域経済分析の「支出」を見ると、域外での消費が域内での消費を

上回っていることから、所得が流出している。（GRP の 24.4%（1,282 億円）

が流出している。）東京郊外のベットタウンにおけるライフスタイルは、平日

は市外で働き、休日は市外に出かけて消費をするということが一般的であ

り、流山市もこうしたライフスタイルで暮らす住民が多いと推察できる。 

・上記のことから、ローカルな産業の活性化を図り、域内で稼ぎ、域内で消

費することで域外への所得流出を抑制し、地域内の経済循環をつくることが

都市を経営する上での課題といえる。 

・江戸川台の駅前においては、商店街という商業特区を有しており、駅前の

拠点性を活かした個店の魅力と特異性を高めることにより、近隣の商圏の店

舗等と差別化を図ることが求められる。 

 

③都市競争戦略 

 都市経営課題を踏まえると、下記の戦略が考えられる。 

 

■戦略１：ゆとりある住環境を創造的に使いこなし、他地域ではできない暮

らしをつくる 

 ＜考えられる取り組み・提案＞                                       

・今後の人口減少に伴い、江戸川台エリアに遊休不動産が出てきた際には、

そうした不動産が活用されないことは良質な住環境を損なう恐れがある。そ

こで、民間主導により複数の遊休不動産をまとめ、１つのモデルエリアをつ

くることも考えられる。 

・基本構想には、多目的ホールなどの人々の「交流」につながる施設や、シ

ェアキッチン、工作室、スタジオなど、創作・学び・遊びといったクリエイ

ティブな活動施設の導入が予定されている。豊かな暮らしをつくる上では、

こうした学びや文化的な施設が多くの人々に活発に利用されるべきである

が、これまでの東京郊外の典型的なライフスタイルである「平日は都心に働

きに生き、土日は大型商業施設で買い物や遊びを楽しむ」といった暮らし方

を少しずつ変えるといった視点も必要であると考える。つまり、敷地にゆと

りのある江戸川台らしい「住まい」を活かし、東京郊外の典型的な暮らしを

超えた創造的で文化的な新しい暮らし方ができる住環境を既存の住宅スト

ックのリノベーションなどにより、民間事業として行うことも将来的に視野
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に入れるべきである。 

●新たな暮らし方の例：・広い庭を使ってアウトドアやものづくりを楽しむ

（「遊び」と「住」の近接化） 

・休日は商店街で副業している／遊休物件をアーティストに賃貸する（「職」

と「住」の近接化） 

・共有庭のある戸建て賃貸住宅群で、家族のように近隣住民と集まって住む

（地域のつながり促進） 

 

 

戦略２：クリエイティブな活動を重視した魅力的でローカルなコンテンツを

駅前に増やす 

江戸川台には、流山市の名誉市民第一号である日本画家「後藤純男氏」が

かつて住んでいたところであり創造的な暮らしの薫りが残るエリアとも言

える。戦略１において、将来的な住環境やライフスタイルのありかたを提起

したが、一方でジェトロ跡地施設及び駅前広場や商店街通りといった公共空

間を使いこなすための視点も重要である。特にジェトロ跡地施設には、工作

室やシェアキッチン、シェアショップ、展示ギャラリーなどの創作や創業に

つながる機能を有している。こうした機能を、公共だけではなく民間とも連

携をしながら、近隣市にある類似施設とも差別化を図れるよう質の高いサー

ビスを創出することで、これらが地域の活動や商業の活性化の核として機能

することが期待される。 

 

 ＜考えられる取り組み・提案案＞                                       

・戦略１の「創造的な暮らし」や「デザイン、アート」などにつながる創作・

学び・遊びを、ジェトロ跡地だけでなく、駅前広場や商店街通りといった公

共空間にも展開できるような使いこなしを行うことで、周辺の隣接する商店

街などにも新たな需要を喚起させることにつながると考える。 

・空き店舗等を活用してローカルな店舗（飲食、ものづくり（クラフト系）、

スポーツ系、農業など）をつくる。 

 

●基本構想「必要な機能」との関係： 

「工作室」⇒クラフトスクール。市民や店主が自ら必要なものを（ほぼ）何

でもつくる（ShopBot や 3D プリンタ） 

「シェアキッチン」⇒地域の交流の場／フードビジネス開発の場 

「シェアショップ」⇒創業支援／テストマーケティング 

「展示ギャラリー」⇒アート教室。つくったものの展示を通じた自己表現の
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場 

 

 

④エリア分析 

 東京都市圏における江戸川台は、東京郊外のベットタウンとして都内への

通勤利便性を有するエリアである。 

 流山圏における江戸川台は、自然的景観が残る運河エリア、市の玄関口と

してのおおたかの森エリア、歴史的景観が残る流山本町などと比較的近い位

置関係にある。江戸川台エリアを中心にこうしたエリアを行ったり来たりし

ながら、職・住・遊のコンテンツを楽しむ生活圏の中心として持続的な発展

が期待できる。 

 江戸川台圏内は、駅周辺に広大な一戸建て住宅が広がる「暮らし」のエリ

アであるが、駅前の拠点性を活かした駅前商業が魅力的であることにより、

寝に帰ってくるだけのベットタウンではない豊かさを暮らしに重ねること

で、住み続ける価値の高いまちとしての発展が期待できる。 
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７．エリア全体に関する調査 

①エリアデザイン検討 

Ⅰ.エリアデザインの目的 

駅前広場やジェトロ跡地・商店街通りなどの所有者や管理者が異なること

から、公共施設・民間施設を含め、統一したデザインのルールをつくること

が目的である。 

 

Ⅱ.エリアデザインの対象範囲 

 エリアデザインの対象範囲は下図のとおりである。 

 

 

 

Ⅲ.エリアの魅力ある空間づくりに必要な３つのデザイン方針 

 有識者を交えた調整会議（デザイン会議）、江戸川台東街づくり検討委員会

及びまちづくり講演会での議論を踏まえ、エリアの魅力ある空間づくりに必

要な３つのデザイン方針を下記のとおりまとめた。 

（１）居心地のよい空間の創出 
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 ・段差を減らし歩きやすい設えにする 

 ・イベントがない平常時も魅力ある空間 

 ・駅前広場と歩道の一体的な緑化 

 ・高齢者が利用しやすい設え（ベンチなど）、暑さ対策 

＜具体策＞ 

・イベントがない平常時でも魅力ある景観を目指す 

⇒公共空間や民間施設の地先空間の要素（落ち着いた色の舗装、暖色系の照

明灯）に統一感を持たせる 

⇒建物のファサードの素材や色彩に関する統一感を持たせるなど規制誘導

を図る。 

⇒駅前広場や歩道、民地内などに連続した緑化を図る 

 

・滞留がしやすい場を目指す 

⇒段差を解消してフラットな設えにする。 

⇒ベンチなどの休憩施設や木陰・日陰のある空間を作る。 

 

（２）施設のシームレス化（外の視点） 

 ・明るく開放的な空間 

 ・商店街の裏通りとの行き来（回遊性） 

＜具体策＞ 

・道路や民地との境界を感じさせない設えとする 

 

・建物内部で完結させず、賑わいが外に見える・滲み出る 

 ⇒1 階部分のオープン化 

  民地内：ガラス張りやオープンカフェ 

  公地内：制度の緩和による使いやすい環境（ほこみち制度） 

（３）イベントなど活用しやすい公共空間 

 ・電気や水回りなどのインフラ設備の敷設 

 ・公共空間を使いたい人を早く集める 

 ・使いたい人が求める機能を把握する 

＜具体策＞ 

 ・公共空間を活用する人の意見から、必要なインフラ設備を計画 

 ・使いたい人を集め、発信できる組織体制（エリアマネジメント） 

 ・公共空間を活用できる制度づくりが必要（ほこみち制度等） 

 

 今後の駅前広場、商店街通り及びジェトロ跡地の各施設設計にあたり上記
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のデザイン方針を考慮し進めていくものとする。 

Ⅴ.統一すべきデザインの要素  

「Ⅲ.エリアの魅力ある空間づくりに必要な３つのデザイン方針・具体策」

を踏まえると、エリア全体に統一感を持たせることや、調和を図るべき要素

は下記のとおりである。 

・舗装の色彩や素材 

・照明の色温度 

・沿道建物のファサード（規制誘導の方策については、地元の意向を踏まえ

ることとする。） 

・植栽などの緑を公共空間において連続させること 

 

②エリアイメージの作成 

「①エリアデザイン検討」における考え方を視覚的に表すため、駅前エリ

ア全体のランドスケープのイメージを下記のとおり作成した。（※令和 7 年

度以降から各施設の設計に着手することとなるため、実際の完成図とは異な

る。） 

 

 

 ▲エリア全体のイメージ（鳥瞰） 
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▲エリア全体のイメージ（アイレベル） 

 

 

▲駅前広場における空間のイメージ 
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▲商店街通りにおける道路空間のイメージ 

 

 

▲ジェトロ跡地周辺のイメージ 

 

③エリアマネジメント検討 

Ⅰ.エリアマネジメントの概要 

 エリアマネジメントとは、一定のエリア内での多様な関係者が主体となっ

て賑わいづくりや地域の課題解決を行う取り組みをいう。 

 エリアマネジメントの概念は、成長都市の時代から成熟都市の時代へ移行

しつつある時代背景から生じたものであり、民間事業者による開発（ディベ
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ロップメント）に対する行政の規制を中心としたまちづくりから、民間事業

者や市民による民間主導型の管理運営（マネジメント）を中心とした仕組み

であるまちづくりへ移行する必要性から、全国的にも認識されているところ

である。人口減少時代において持続的な都市経営を行う上では、他都市への

転出者を抑制するとともに新たな転入者が見込めるようなまちづくりが求

められるが、そのためには地域を安全で快適な状態に保ち、地域価値の維持

向上を図ることが求められる。こうした、まちを「つくる」だけではない、

「育てる」ための取り組みにあたり、行政による平均的、画一的な介入では

なく、むしろ民間主導により地域ニーズに寄り添った管理運営とすることを

考え、関係者のまちへの愛着を育み取り組み方に移行することを視野に入れ

るべきである。 

本調査においては、多様な関係者のまちへの主体的な参画や相互に連携し

やすい状況を引き出し、持続的にまちを育てるものとしてのエリアマネジメ

ントの仕組みや組織づくりについて検討するものとする。 

 

Ⅱ.エリアマネジメントの事例調査 

・令和６年１１月５日に開催した第２回調整会議（デザイン会議）において、

株式会社まちづクリエイティブ代表取締役の寺井元一氏（有識者）の講演の

内容から、エリアマネジメントの活動内容、効果及び組織体制について以下

にまとめる。 

項目 内容 効果 組織体制 

空き

家・空

き店舗

の再生 

空き家や空き店舗を借主

自身でリノベーションで

きる場とし、クリエイテ

ィブ層を誘致すること

で、地域の文化やアート

活動を促進。 

地域の商業活動

が活性化する。 

新たなビジネス

や文化的イベン

トが生まれ、地域

の魅力が向上。 

株式会社まちづ

クリエイティブ

が主導し、地域

住民、アーティ

ストとの連携。 

 

地域コ

ミュニ

ティの

強化 

 

無くなった町内会を集め

て、盆踊りを復活させる

取り組み。まちづくり会

社が主体となって実施し

た駅前の公共空間を活用

したイベント・社会実

地域社会の絆が

深まり、迅速か

つ効果的な問題

解決が可能とな

る。  

地域住民、行政

機関、NPO、企業

が協力し、共同

で課題解決に取

り組む。 
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験。 

地域課

題の解

決策の

共同検

討 

地域のニーズとそれぞれ

のプレイヤーが持ってい

る資源を組み合わせて多

くの事業を実施すること

や社会実験を通じて複数

の地域課題の解決策を探

る。 

課題解決が迅速

になり、住民満足

度が向上。地域内

での信頼関係が

強化される。 

住民、企業、行

政、NPOなどが連

携して対応。 

 

 

 

・令和７年１月２２日に開催した第３回調整会議（デザイン会議）において、

株式会社トーン＆マター代表取締役の広瀬郁氏（有識者）の講演の内容から、

エリアマネジメントの実施内容、効果及び組織体制について以下にまとめ

る。 

項

目 

内容 効果 組織体制 

青

山 

空いた敷地で 

音楽活動を始 

め、活発になっ 

た頃に有名な能 

楽者が参加し、 

能楽のイベント 

が開催された。 

・活動を通じて能楽の専

門家を見つけることが

でき、能楽のまちであっ

た青山でイベントを復

活させることができた。 

・タウンマネージャーが

いることで、地域活動に

関する情報（例：活動で

使われていなかった予

算があるなど）が届く。 

活動に責任を持ってエ

リアマネジメンを行う

タウンマネージャーが

いる。 

 

足

立

区 

音 楽 イ ベ ン ト

（ストーリート

ピアノ）を実施。 

・カフェを自主

財源で運営して

いる。 

音楽イベントが満席に

なり、区の公共施設から

ピアノを設置すること

ができた。 

・コーヒーを飲みながら

楽しむ人を集めること

ができた。 

はじめから組織を作る

必要は無く、イベント等

での出会いから組織が

作られていく。 
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・菜園活動では、子供や

外国人も参加し、自分た

ちの場として認識して

いる。また、防災やコミ

ュニケーションの場と

しても役立っている。 
 

 

Ⅲ.エリアマネジメントの内容と効果 

（１）公共空間における良好な環境の維持・向上 

広場等の清掃、植栽、ベンチの維持管理をする。地域の快適性や景観の維

持・向上させることができる。また、イルミネーション・ライトアップなど

季節に応じた公共空間の演出。 

 

（２）地域事業者との連携・調整 

これまで、公共空間でイベント等を行おうとする場合、行政やその他関係

機関、出店者など各関係者との調整が煩雑であり、公共空間の利活用が進み

づらい背景があった。そこで、エリアマネジメントを行う組織が窓口となり、

占有等の申請の経由事務、出店日程の管理など、公共空間を利活用する事業

者との調整を行うことやイベント等の PR 活動を実施することにより、出店

者の事務簡略化や地域の魅力発信が推進され、公共空間の積極的な利活用を

促進される効果がある。 

（３）コミュニティの形成を促す場やイベントの実施 

エリアマネジメント団体が主体となって、地域の取り組みの情報発信、コ

ミュニティ形成を促す場やイベントを実施することにより、地域住民のつな

がりや地域への愛着を深め、まちに関わる関係人口を創出する効果がある。 

 

Ⅳ.エリアマネジメントに向けた制度及び組織体制 

江戸川台駅東口周辺地区では、駅前広場・商店街・ジェトロ跡地・住宅地

などエリアごとに主体者が異なることから、一体的な魅力あるまちづくりを

する上では、それぞれの主体者が連携を取りながらエリア一体を管理・活用・

発信をする組織づくりが必要である。このような協働は、地域の資源を効果

的に活用し、持続可能な発展に資するものと考える。 

 また、令和６年１１月６日付で公表した「江戸川台駅東口周辺地区再整備

事業におけるジェトロ跡地活用に係る事業化検討サウンディング調査」の個

別対話において、参加企業からエリア全体のエリアマネジメントを担う意向

が示され、当該エリアにてエリアマネジメントを実施できる可能性があるこ
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とが明らかとなった。 

 

＜エリアマネジメントに向けた組織体制＞ 

エリアマネジメントの組織づくりにあたり、下記の点に留意する。 

・異なる主体者の利害を調整し、エリアマネジメントをリードするエリア

マネージャーを置くこと。 

・既存の地元組織（市民団体・駅周辺の民間企業）の中で主体的にまちに

関わる人や、新たに江戸川台エリアに対して主体的に参画する事業者等が協

働し、これらの中心にエリアマネージャーを据えたエリアマネジメント組織

を結成すること。 

・組織が活動を行うにあたり、行政は必要な支援を行うなど、エリアマネ

ジメント組織と連携をすること。 

 

▲エリアマネージャーを中心とした組織のイメージ 

＜エリアマネジメントの実施に関連した制度＞ 

 都市再生特別措置法に基づく都市再生推進法人の指定をエリアマネジメ

ント組織が受けることにより、エリアマネジメントにおける可能な活動の幅

が広がるなどのメリットがある。 

 都市再生推進法人とは、都市再生特別措置法に基づき公共団体が指定する

法人であり、地域のまちづくり活動やエリアマネジメントを推進する役割を

担うものである。特に、エリアマネジメントを行う組織がこの指定を受ける

ことにより、公共空間の管理や都市再生事業の推進を円滑に進めることが可

能となる。 

 エリアマネジメント組織が都市再生推進法人の指定を受けると、下記のこ

とが可能となる。 

・道路空間や公園の利活用の柔軟化など、規制緩和の適用を受けやすくなる 

・公有地や公共空間（駅前広場、道路空間など）の維持管理（清掃や美化活

動）・活用（イベントや賑わい創出事業）が可能となる。 

・占用許可の特例により、道路や広場での継続的な社会実験・ビジネス展開

連携 
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がしやすくなる。 

 

８．ジェトロ跡地に関する調査 

①検討の流れ 

 ジェトロ跡地に関して、民間事業者による施設の設計建設・維持管理・運

営など公民連携の事業手法を検討する。 

 検討の流れは、①建築計画の基礎調査、 

②民間事業者ヒアリング、③実現可能性の 

高い事業シミュレーション、④民間事業者 

サウンディング、⑤事業手法の決定とした。 

（右図参照） 

 ①建築計画の基礎調査では、６．事前調査 

の結果を踏まえ、想定される大まかな建築計 

画を整理した。 

②民間事業者ヒアリングでは、これまでの 

サウンディング調査などで本事業に興味を示 

した民間事業者に対し、事業手法や民間施設として実施可能性のある施設に

ついて、個別でヒアリングを行った。 

 ③実現可能性の高い事業シミュレーションでは、①と②を踏まえ、事業手

法及び公共施設・民間施設の区分を整理した上で、想定される建築計画（公

民施設面積、配置など）、事業計画（資金スキーム、収支計画）を検討した。 

 ④民間事業者サウンディングでは、市場調査として事業手法や公共施設・

民間施設の区分などを調査した。（詳細は、１０．民間サウンディング調査を

参照。） 

 ⑤事業手法の決定では、①から④の調査結果を踏まえ、事業効果を検討し、

総合的に本事業における事業手法を決定した。 

 

▲検討の流れ 
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②建築計画の基礎調査 

６．事前調査の結果を踏まえ、下記のとおり、想定される大まかな建築計

画を検討した。建築計画にあたっては、既存施設の規模や想定される一般的

な施設規模を参考に、本事業における最低限必要な施設規模を算出した。な

お、本調査は、あくまでも机上によるシミュレーションのため、本事業の実

施においては、提案する民間事業者や公募条件の内容によって、異なるもの

であることを前提して扱うものとする。 

●建築全般 

項目 面積(㎡) 

敷地面積 2,088 

建築面積 1,000 

延床面積 2,070 

●施設内訳 

 項目 面積(㎡) 

集約する公共施設 510 

基本構想で掲げる新たに整備する施設 700 

その他民間施設 595 

共用部 265 

※屋上広場、屋外広場は建築面積として算入しないため面積に含まず。 

 

③事業手法の検討 

Ⅰ.実現可能性の高い事業シミュレーション 

これまでのサウンディング調査などで本事業に興味を示した民間事業者

に対し、事業手法や民間施設として実施可能性のある施設について、個別で

ヒアリングを行った上で、下表のとおり、実現可能性の高い事業シミュレー

ションを行った上で、公民連携事業による事業実施の実現可能性について調

査した。あくまでも机上によるシミュレーションのため、本事業の実施にお

いては、提案する民間事業者や公募条件の内容によって、異なるものである

ことを前提して扱うものとする。 

 

●事業手法（案）のシミュレーション 

事業手法については、従来方式の「公設公営」に加え、公民連携事業によ

る「PPP 手法」「PFI 手法」の一般的なものを比較し、本事業において、財

政負担・サービスの質向上・地元企業参入の３点から評価を行った。 

その結果、シミュレーションに用いる事業手法（案）として、「定期借地＋
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購入」方式とした。当該方式は、市が民間事業者と定期借地契約を締結し、

その土地に民間事業者が事業に必要な資金を金融機関等から調達した上で、

施設の設計・建設を行い、施設の竣工後、市は公共施設部分のみを買い取る

ものである。施設の建設後、民間事業者は、テナントからの賃料収入やその

他収益事業により、金融機関への返済や必要な管理運営を行う。市は設計・

建設を行わずに公共施設部分のみを購入・所有し、一方で、民間事業者は、

アイデアやノウハウを活かし、地域のニーズに合った質の高いサービスを提

供することができる。 

 

▲事業手法比較表 

 

▲実現可能性の高い事業手法（案）のスキーム図 
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●公共施設・民間施設の施設区分（案）のシミュレーション 

民間の収益事業と相性が良く、民間事業として成立するものは民間事業と

して取り組むものとし、ヒアリングの結果などを踏まえ、①民間施設として

民間事業者による設置・運営が可能なもの、②公共施設として市が設置・運

営するもの、③民間施設又は公共施設のどちらかで行うかを民間事業者の提

案によるもの、の３つに区分した。 

 

▲実現可能性の高い公共施設・民間施設の施設区分（案）模式図 

 

●建築計画のシミュレーション 

 公共施設・民間施設の施設区分（案）を踏まえ、②建築計画の基礎調査で

算出した面積をベースに、下記のとおり、公共施設と民間施設の面積を算出

した。また、当該施設が建築可能な計画かどうかについて、参考図として作

成し、検証した。 

 項目 面積(㎡) 

公共施設 1,305 

民間施設 765 

合計 2,070 

 ※公共施設・民間施設の施設区分（案）のうち、③民間施設又は公共施設

のどちらかで行うかを民間事業者の提案によるものは、民間施設として算

入した。 

 ※共用部は、公共施設として算入した。 
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（参考図） 

   

 

●事業計画のシミュレーション 

 これまでの事業手法（案）、公共施設・民間施設の施設区分（案）、建築計

画のシミュレーションを踏まえ、当該事業が民間事業として成立するかどう

かを確認するため、事業計画をシミュレーションし、作成した。 

 シミュレーションの結果、民間事業として成立する計画を確認した。 

項目 金額（円） 

建設コスト（公民込み） 764,298,000 

建設コスト（行政のみ） 639,478,000 

建設コスト（民間のみ） 124,820,000 

設計費（公民込み） 76,430,000 

設計費（行政のみ） 63,948,000 

設計費（民間のみ） 12,482,000 

その他費用 114,645,000 

総投資額（公民） 2,220,000 

総投資額（公共のみ） 957,593,000 

総投資額（民間のみ） 139,522,000 

運営経費 12,500,000 

年間実質賃料(ネットインカム) 11,656,000 

表面利回り 17.31% 

実質利回り 8.35% 
 

 

Ⅱ.サウンディングを踏まえた事業手法 

 民間サウンディング調査（１０．民間サウンディング参照。）の結果などを

踏まえ、本事業における事業手法について、下記の①から④を整理した。 

参考図 参考図 参考図 
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④の事業効果なども踏まえ、総合的に判断し、③及び④を優先的に検討す

ることとした。 

 

 

④事業効果の検討 

 事業効果については、税収効果と各事業手法におけるメリット・デメリッ

トとして検討・整理した。 

 

●税収効果（実現可能性の高い事業シミュレーション時点における評価） 

 あくまでも一定の条件に基づいた場合のシミュレーションとして算出し

た。 

①ジェトロ跡地 

 ・定期借地による地代収入（土地） 

  ⇒約 6 百万円/年の収入 

 ※床面積割合が、公共：民間＝１：１の場合 

・民間施設部分の固定資産税収入（家屋）： 

  ⇒約 3 百万円/年の収入 

 ※建物が RC 造である場合 

②周辺への波及効果 

 ・固定資産税・都市計画税収入（土地）： 

  ⇒ 約 9 千万円/年の増加 

 ※江戸川台駅を中心に東側半径 500ｍ圏内とし、地価が 1.2 倍に上昇した

場合 
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●各事業手法におけるメリット・デメリット 

Ⅱ.サウンディングを踏まえた事業手法について、下記のとおり、メリット・デメリッ

トを整理した。 

 
 

 

９．道路空間活用に関する調査  

①道路空間活用の概要 

国土交通省が提唱する「2040 年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつ

ながる道路～」では、道路空間の活用が人々の生活の質向上に寄与する重要

な手段とされている。このビジョンは、デジタル化の進展や価値観・ライフ

スタイルの多様化を背景に、道路空間の利用が地域活性化に貢献し、より豊

かな生活空間の提供を目指すものである。 

特に注目されるのは、「公園のような道路に人が溢れる」というビジョンで

ある。これにより、歩行者優先の空間づくりが進み、地域の活性化やコミュ

ニティ形成が促進される。こうした取り組みは、「ほこみち制度」や「道路占

用許可の緩和制度」といった制度を通じて実現可能である。これらの制度を

活用することで、地域住民、商業施設、自治体が連携し、効果的に道路空間

を活用することが期待される。 

 

 

②道路空間活用の事例調査 

●ほこみち制度を活用した道路空間の事例 

(1) 兵庫県神戸市三宮エリア 
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三宮エリアでは、ほこみち制度を導入し、商業施設や住宅地が交わるエリ

アを歩行者専用の空間に整備がされた。この取り組みは、地域の商業活性化

やコミュニティの形成を促進し、街全体の魅力を高めることに成功してい

る。またエリアマネジメントが組織され、地域住民と商業施設が連携してイ

ベントを開催し、道路空間の管理を共同で行っている。 

(2) 東京都港区新橋・虎ノ門エリア 

新橋・虎ノ門エリアでは、オフィス街の道路空間をほこみち制度に基づき、

歩行者専用空間に転換された。このエリアでは、カフェや屋外スペースを設

けることで、地域の活性化を図るとともに、企業や住民の意見を取り入れた

エリアマネジメントが進められている。歩行者優先の空間にすることで、街

の雰囲気や企業のブランディングにも好影響を与えている。 

 

●道路占用許可の緩和制度を活用した道路空間の事例 

(1) 千葉県千葉市中央区千葉都心エリア 

千葉都心エリアでは、都市再生特別措置法第 46 条第 10 項に基づく道路占

用許可の緩和制度を活用し、駅前広場や商店街の道路空間をカフェやイベン

トスペースとして活用している。この制度を使うことで、商業施設が道路空

間を活用し、地域経済の活性化が図られている。エリアマネジメントの枠組

みも組まれ、地域住民と商業施設が協力して地域の魅力を発信している。 

(2) 千葉県柏市柏の葉キャンパスエリア 

柏の葉キャンパスエリアでも、道路占用許可の緩和制度を活用して、道路

空間を商業施設やイベントスペースとして活用がされている。特に、大学や

研究機関と連携し、道路空間を学術的な活動や地域交流の場としても提供し

ている。ここでは、地域住民や企業が協力してエリアマネジメントを行い、

地域ブランドの価値向上にも貢献している。 

 

③道路空間活用の内容と効果 

(1) 地域経済の活性化 

道路空間を商業施設やイベントスペースとして活用することにより、商業

活動の機会が増え、地域経済が活性化する。歩行者専用の空間や広場を提供

することで、地域住民や観光客の集客が促進され、商業施設への誘引力が高

まる。 

 

(2) 地域コミュニティの形成 

歩行者専用空間や広場の整備は、地域住民同士の交流を促進する。住民が

集まりやすい空間を提供することで、地域のつながりが強化され、コミュニ
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ティ形成が進む。エリアマネジメントを通じて、住民や商業施設が連携し、

地域の問題に共同で取り組む姿勢も育まれる。 

 

(3) 持続可能な空間の管理 

道路空間を効果的に活用するためには、持続可能な管理体制が必要であ

る。エリアマネジメントを通じて、地域のニーズに合わせた空間の運営や維

持管理が行われ、道路空間の効果的な利用が維持される。 

 

(4) 災害時の活用 

道路空間が災害時には避難所や救援活動の拠点として活用されることが

期待される。これにより、災害時の迅速な対応が可能になり、地域の防災力

の強化が図られる。 

 

 

④道路空間活用に向けた制度及び組織体制 

(1) エリアマネジメントの必要性 

駅前広場や商店街、ジェトロ跡地、住宅地など、エリアごとに異なる主体

者が存在する地域において、一体的に魅力的なまちづくりを進めるために

は、行政主導ではなく、多様な関係者が協力してエリアを管理・活用・発信

する組織体制が必要である。このためには、地域住民、商業施設、行政が共

同で取り組むエリアマネジメントの仕組みが重要となる。 

 

(2) 「ほこみち制度」及び「道路占用許可の緩和制度」の活用 

ほこみち制度や都市再生特別措置法第 46条第 10項に基づく道路占用許可

の緩和制度を活用することで、商業施設やイベントスペースとしての柔軟な

道路空間の利用が可能となる。これらの制度を通じて、地域内での経済活動

を促進し、地域ブランドの強化に貢献することが期待される。 

 

(3) エリアマネジメントによる地域全体の活性化 

地域の各関係者が連携し、エリアマネジメントを通じて共同でイベントを

開催したり、道路空間の使い方を決定したりすることで、地域全体の魅力が

高まる。商業施設、住民、行政が協力し、共通のビジョンを持ってまちづく

りを進めることで、持続的な地域活性化が実現される。 
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１０．民間サウンディング調査  

①サウンディングの概要 

 令和６年１１月６日付で江戸川台駅東口周辺地区再整備事業におけるジ

ェトロ跡地活用に係る事業化検討サウンディング調査実施要領を公表した。  

本サウンディングは、令和６年６月に策定した「ジェトロ跡地活用に係る基

本構想」に基づき、今後のジェトロ跡地の事業化に向け、公民連携による事

業手法やその条件について、民間事業者へ調査を行い、今後の公募に向けた

条件を整理・検討することを目的としている。 

 

 ＜調査日程＞ 

実施要領の公表(流山市ホームページに

掲載) 
令和 6 年 11 月 6 日(水) 

質問受付 
令和 6 年 11 月 6 日(水)～令和 6 年 11 月 20

日(水) 

質問回答 令和 6 年 11 月下旬ごろ 

個別対話の参加申込の受付・資料

の提出 

令和 6 年 11 月 25 日(月)～令和 6 年 12 月 9

日(月) 

個別対話実施日 
令和 6 年 12 月 23 日(月)～令和 6 年 12 月 27

日(金) 

実施結果の公表 令和 7 年 1 月下旬ごろ 
 

 

②サウンディングの結果 

●江戸川台駅東口周辺地区再整備事業におけるジェトロ跡地活用に係る事

業化検討サウンディング調査 個別対話 実施結果 

■開催概要 

⚫ 対話日      令和６年１２月２３日、令和 7年 1月 8日 

⚫ 場所        流山市役所 

⚫ 対話参加者   対話参加事業者  ３社 

■対話結果の概要 

令和６年１１月６日付で公表した江戸川台駅東口周辺地区再整備事業に

おけるジェトロ跡地活用に係る事業化検討サウンディング調査実施要領に

基づいて個別対話を実施した。個別対話は、事業者から提出のあった「様

式３ 調査ポイント」の内容を中心に行った。 

 

 調査事項 対話結果の概要 

1 
事業概要（コンセプト・ター

ゲット・マーケットなど） 

・コンセプトとして、子どもからシニアまでの

地域の居場所づくりや次世代の若者に向けた文

化づくりなどのご意見がありました。 
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・地域住民、駅利用者、将来の移住者及び周辺

エリアの若者をターゲットにするなどのご意見

がありました。 

・駅周辺や生活・商業・観光を融合した総合的

なマーケットとして期待できるとのご意見があ

りました。 

2 
ジェトロ跡地の整備手法の提

案について 

・民間事業による複数の整備手法（ＢＴＯ方

式、ＤＢＯ方式、定期借地権方式＋購入）や管

理方法（委託管理、指定管理）の提案があり、

民間事業者による施設の整備や管理運営は可能

というご意見がありました。 

3 
ジェトロ跡地へ導入する民間

テナントの提案について 

・ジェトロ跡地へ導入する民間テナントとし

て、基本構想に掲げるライブラリーカフェな

ど、民間事業としての実施可能性を確認できま

した。 

・その他、民間事業として、保育所、病児保

育、飲食店舗などの提案がありました。 

4 
駅前広場や商店街など周辺へ

の提案について 

・駅前広場や商店街を含めた一体的な管理や商

店街などと連携した組織体制が必要との提案が

ありました。 

5 その他提案について 
・太陽光発電、住宅施策などの必要性について

提案がありました。 

 

■今後の方向性 

 今回の調査結果を基に、募集スケジュール及び募集条件について、整理

を行う。 
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１１．有識者会議（デザイン会議）及びまちづくり講演会の実施  

①江戸川台駅東口周辺地区における調整会議（デザイン会議） 

・委 員… 

企画政策課長、財産活用課ＦＭ推進室長、市民課長、高齢者支援課長、障 

害者支援課長、子ども家庭課長、商工振興課課長、まちづくり推進課長、都

市計画課長、道路管理課長、道路建設課長 

・会議のテーマに応じた有識者の出席（毎回） 

・事務局（まちづくり推進部まちづくり推進課） 

 

②江戸川台東地区街づくり検討委員会 

・委員長（副市長） 

・委 員… 

総合政策部長、総務部長、財政部長、市民生活部長、健康福祉部長、 

子ども家庭部長、経済振興部長、まちづくり推進部長、土木部長、学校教育

部長、生涯学習部長、消防長 

・必要に応じて会議のテーマに応じた有識者の出席 

・事務局（まちづくり推進部まちづくり推進課） 

 

 

▲調整案件の検討プロセス 

 

③まちづくり講演会 

・各回有識者による講演・クロストーク 

・事務局（まちづくり推進部まちづくり推進課） 
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●開催経緯 

番

号 

会議名 日時 場所 委員外参加者 

① 

第 １ 回

デ ザ イ

ン会議 

令和６年９月

３０日 

１４時～１７

時 

市 役 所

３ ０ ４

会議室 

・東克宏（NPO 法人自治経営理事） 

・小島博仁（一般社団法人せん

だいリノベーションまちづ

くり実行委員会委員長） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代

表社員） 

② 

第 ９ 回

江 戸 川

台 東 地

区 街 づ

く り 検

討 委 員

会 

令和６年１０

月２４日 

１６時～１７

時１５分 

市 役 所

庁議室 

・岡崎正信（株式会社オガール

代表取締役） 

・木下斉（一般社団法人エリア・

イノベーション・アライアン

ス代表理事） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代

表社員） 

③ 

第 １ 回

ま ち づ

く り 講

演会 

令和６年１０

月２４日 

１９時～２１

時 

江 戸 川

台 福 祉

会館 

・島原万丈（LIFULLHOME’

S 総研所長） 

・岡崎正信（株式会社オガール

代表取締役） 

・木下斉（一般社団法人エリア・

イノベーション・アライアン

ス代表理事） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代
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表社員） 

④ 

第 ２ 回

デ ザ イ

ン会議 

令和６年１１

月５日 

１４時～１６

時３０分 

ケ ア セ

ンター 

・寺井元一（株式会社まちづク

リエイティブ代表取締役） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代

表社員） 

⑤ 

第 ２ 回

ま ち づ

く り 講

演会 

令和６年１２

月２７日 

ふ れ あ

い ホ ー

ル 

・明石卓巳（株式会社レイデッ

クス代表取締役） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代

表社員） 

⑥ 

第 １ １

回 江 戸

川 台 東

地 区 街

づ く り

検 討 委

員会 

令和７年１月

２２日 

９時３０分～

１１時３０分 

市 役 所

委 員 会

室 

・岡崎正信（株式会社オガール

代表取締役） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代

表社員） 

⑦ 

第 ３ 回

デ ザ イ

ン会議 

令和７年２月

１３日 

１６時～１７

時１５分 

市 役 所

庁議室 

・広瀬郁（株式会社トーン＆マ

ター代表取締役） 

・木下斉（一般社団法人エリア・

イノベーション・アライアン

ス代表理事） 

・熊紀三夫（株式会社 W２１代

表取締役） 

・洞口文人（株式会社 L・P・D

代表取締役兼 CEO 

・永井大輔（合同会社くらす代

表社員） 
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●会議の要旨 

①第１回調整会議（デザイン会議） 

Ⅰ．次第 

１．議 題 

（１）公民連携実施調査について 

（２）スケジュールについて 

２．事例説明 

（１）Morineki プロジェクト 

（２）せんだいリノベーションまちづくり 

３．意見交換  

 

Ⅱ．概要 

１．（１）（２） 

・本調査内容及びスケジュールについて説明。 

 ２．（１） 

・東氏から下記のとおり事例紹介があった。 

•大東市公民連携基本計画を策定。 

•「Morineki プロジェクト」：公民連携による「市営住宅」＋「商業

施設」。 

•成果：①住宅を木造・低層にする⇒デザイン性の向上＋工期短縮、

②公園と敷地の境界をなくす整備⇒コミュニティが創出される、③タ

ーゲットを設定⇒近隣の方々だけでなく新たな層を生んだ。 

•行政は民間を、民間は行政を信頼した上で手を取り合うことが重要。 

２．（２） 

・小島氏から下記のとおり事例紹介があった。 

・公民連携によるせんだいリノベーションまちづくり計画 を策定。 

・定禅寺通りなど 「道路」や「公園」を公民連携により活用。 

・民間が主役 となる公民連携がこれからのまちづくりに重要。 

・公民連携は、賑わいを創出し、エリアの価値を高めることが目的。 

・公民連携の実現には、①トップの理解、②庁内外への浸透、③職員 

の意識・参加意欲の醸成、④公民連携の実践が必要。 

 

②第９回江戸川台東地区街づくり検討委員会 

Ⅰ．次第 

 １．議題 

（１）公民連携事業実施調査について 
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  ①調査状況説明 

  ②江戸川台東地区の参考となる事例説明 

   ア．宮城県岩沼市「エリア開発と住宅施策」 

  イ．岩手県紫波町「オガールプロジェクトの１０年間の成果と経

緯」 

（２）公民連携事業に関する意見交換 

 

Ⅱ．概要 

 １．（１）① 

 ・本調査の状況を説明。 

１．（１）② 

ア． 

 ・洞口氏から下記のとおり事例説明があった。 

 ・仙台都市圏エリアでの住宅を中心としたエリア開発事例。 

 ・サウナ付き賃貸住宅など、暮らし＋αの事業展開。 

 イ． 

 ・岡崎氏から下記のとおり事例説明があった。 

 ・岩手県紫波町オガールプロジェクト。 

 ・公民連携事業の成果として、①新しい価値をもった人が増える、②

自分たちで育てる意識の醸成、③行政の柔軟な対応力の強化、④エ

リア価値向上（民間開発増・子ども増）。 

 ・公民連携事業の推進には、首長のリーダーシップと役所職員のマイ

ンドチェンジが必要。 

１．（２） 

・駅前広場や商店街通りのウォーカブルな空間とランドスケープが 

重要。 

・これからのまちは教育・娯楽・食・健康などの暮らしに必要な要素

がコンパクトにまとまっているべき。 

・駅前広場・商店街通り・ジェトロ跡地のそれぞれの敷地だけではな

く、エリアで考えることが重要。 

 

③第１回まちづくり講演会 

Ⅰ．次第 

１．江戸川台における事業の進捗状況について 

２．講演「テーマ：郊外ベットタウンにおける豊かな暮らしの創出 

講師：株式会社 LIFULLHOMES 総研所長 島原 万丈氏 
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３．トークセッション 

４．質疑応答 

 

Ⅱ．概要 

２．及び３．での講師の意見 

・地域の人の寛容性を高めることが人口の増加や若者のチャレンジ 

に繋がる。 

・これからの住宅地はミクストユース（住商混在）の考え方も必要。 

・自動車に依存しない、歩行者が滞在する商店街を目指すべき。 

・敷地単位ではなくエリア全体のあり方を考える。 

・シビックプライド（地域への誇りと愛着）が重要。 

 

④第２回調整会議（デザイン会議） 

Ⅰ．次第 

１．講 演 

（１）創造的なまちづくり～松戸駅前のエリアマネジメント～ 

２．議 題 

（１）江戸川台駅東口周辺地区のエリアデザインについて 

（２）ジェトロ跡地施設の事業手法について 

 

Ⅱ．概要 

１．（１） 

・寺井氏から下記の通りの事例説明があった。 

・「MAD CITY プロジェクト」で実施している「人によるまちづくり」

について、物件を貸す際にまちを盛り上げてくれる人を発掘する取

組みが紹介された 

・コミュニティが閉鎖的にならないために「アソシエーションデザイ

ン」をまちづくりに取り込んでいくことを意識。 

・商店街を例とすると、店舗同士の距離が狭かったり離れすぎている

ことは問題がない。お店同士が価値観や趣味関心で繋がっているこ

とが重要である。 

・各プレイヤーが持っているリソースと地域のニーズをうまく組み合

わせることで、新しいストーリーを生み出すことができる。 

・社会実験を行う際には、集客に焦点を当てるのは、誤りであり、実

験を進める中で失敗を繰り返し、新しいことに気づくことが大切。

行政は立場上多くの失敗ができないため、民間と協働し、民間側が
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一歩踏み出して、実験をしていくことが重要。 

・ビジョンを描く中では、現在と未来のみ考えるのではなく、過去の

ことも考え、その地域に適した方向性を見つけることが重要であ

る。 

２．（１） 

・江戸川台東口周辺地区のエリアデザインについて説明した。 

・永井氏から旭市多世代交流施設おひさまテラス建物内のデザインに

ついて下記の通り事例紹介があった。 

・施設は、特定の世代だけに来てもらうことを目的とせず、世代間を

シームレス化し、全員が活躍できる場をデザイン。 

・中央のパブリックスペースや周囲の諸室はガラス張りにすること

で、諸室での教室活動が見えるため、参加者も増加。 

・施設内では、禁止事項が一つもないため、管理する・される人がシ

ームレス化される。利用料金も一律にし、外からクリエイティブな

人を入れられる。 

・直接的にコミュニケーションをとる交流以外にも、その場所に心理

的安全性を持って自分が居て良い場所と思う状態になることが交

流の第一歩。 

・取り組みを行う際には、マインド自体をシームレス化していくこと

が必要。 

２．（２） 

・ジェトロ跡地施設の事業手法について報告した。 

・講師から下記のとおり意見があった。 

・民間事業者は、未実施の事業にも挑戦するため、行政側も「前例が

ないからできない」と言わずに互いに覚悟をもって取組むことが大

事。 

・手法をまとめる際には、マトリックスのようなものを作り、それに

対するメリット・デメリットをまとめるのが良い。 

・公民連携事業で最終的に事業の可否を決めるのは、市場（民間）で

あるため、マーケット分析が大切。 

・公募において、行政部分を民間事業として成立する場合には、イン

センティブなどの仕組みづくりが必要である。 

・ジェトロ跡地で物事を考えるよりもエリア全体で考えることが重要

である。 

・KPI（重要業績評価指標）を設定しながら、シティプロモーション、

エリアビジョン、マーケティングを今後実施する必要がある。 
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⑤第２回まちづくり講演会 

Ⅰ．次第 

１．江戸川台における事業の進捗状況について 

２．講演 

（１）講師：株式会社レイデックス 明石卓巳氏 

３．クロストーク 

 ４．質疑応答 

Ⅱ．概要 

２．（１）明石氏から下記の通りの事例説明があった。 

・ブランド作りやまち作り、ゼロイチを通じて、地域やエリアに個性

を与え、発展させることが重要。 

・プロデュース業（地域開発）は、本来は行政が行うべき。一方で、

民間が行うと、短期的な結果に偏りがちで地域全体の将来を考えた

計画が見えにくくなるため、行政が関与する必要がある。 

・ブランディングストーリーの構築として、①エリア設定、②キャラ

クター設定、③グランドデザイン、④アンカー、⑤エリア波及、⑥

検証と修正。 

・人気エリアは、時間とともに弱体化する可能性があるため注意する。 

・まとめとして、「ストレスを減らすことが人のためになる」「うまく

いかない時ほど、無駄なものを減らすことが大事」「単にニーズに

答えるだけでなく、新しいニーズを創ることが重要」「できないこ

とは自分で決めて、できることは他の人に任せる」「物事を違う視

点で見ると生活が豊かになる」 

２．（２） 

・洞口氏から下記の通りの事例説明があった。 

・「公と民が連携した希少性の高いまちづくり」を目指し、グリーンル

ープ戦略や定禅寺通りの車道封鎖、歩道にパークレットを設置する

ことで歩行者の活性化を進めている。また、岩沼市の古民家再生を

はじめとするエリア開発も取り組んでいる。 

・「せんだいリノベーションまちづくり」を通じて、地域の特有の問

題、若年層の東京流出に対する解決策を模索している。 

・定禅寺通りを「まちのダイニング」に変えるため、音楽フェスや不

動産屋の屋上活用などを行い、民間の力を活かして地域価値を高め

ている。 

・起業家を支援するため、地域におけるエリア開発や人材育成を進め
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ている。 

・公務員と民間が信頼関係を気づき、共同で投資する体制を作ること

がまちづくりにおいて重要である。 

３．クロストークで講師から下記の意見があった。 

・まちを急に発展させるとハレーションが生じる。時間をかけて復活

させることが重要。大型開発ではなく、エリア全体で包括的に考え

ることが必要。 

・クリエイティブローカルの発掘とまちの寛容性が鍵。 

・民間がやりたいことを行政がサポートすることが重要。 

・民間と行政の共通言語がないため、相互理解が必要。 

・民間は事業性、行政は苦情・批判を重視するため、リスクマネジメ

ントにおける違いが課題。 

・地域の過去の背景を理解し、その価値を持続させることが重要。 

・３・４年で変わる行政の人事異動に対応するため、人材育成が必要。 

・ウォーカブルなまちづくりには、駐車場の位置が重要。 

・民間事業者が収益性のある事業を行い、行政は制度面や資金面で支

援をしないと公民連携は成立しない。また、役割分担を明確にし、

柔軟に対応できる仕組みを作ることが必要。 

 

 

⑥第１１回江戸川台東地区街づくり検討委員会 

Ⅰ．次第 

１．議 題 

（１）駅前広場の設計について 

（２）ジェトロ跡地における事業手法について 

（３）商店街通りの事例紹介について 

 

Ⅱ．概要 

 １．（１） 

 ・駅前広場の設計の進捗状況について報告した。 

 １．（２） 

 ・民間事業者サウンディングの結果について報告した。 

・ジェトロ跡地における事業手法、整備施設について議論を行った。 

 １．（３） 

・熊氏から下記のとおり香川県高松市丸亀町商店街の事例紹介があ 

った。 
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 ・商店街の運営として、①タウンマネジメント、②プログラム設計、

③運営・テナントが重要である。 

 ・丸亀町商店街では、デザインコードを策定し、地区計画によるセッ

トバックを行うなどのルールを設定している。 

 ・広場には電源や水道を整備し、心地よい空間づくりのため、ベンチ・

植栽・照明などを設置している。 

 ・民間施設側にも、シャッターの禁止し、夜も店舗照明を消さないな

どのルールを行っている。 

 ・自転車は通行禁止とし、子連れでの利用者が増え、滞在時間も多く

なった。 

 ・自分たちのまちは自分たちで決めるといった地権者のコミュニティ

が形成されており、専門家を交えながら施策を議論している。 

 

⑦第３回調整会議（デザイン会議） 

Ⅰ．次第 

１．議 題 

（１）ジェトロ跡地について 

  ①事業手法等について 

  ②集約する公共施設の規模・配置について 

（２）エリアデザインルール・マネジメントについて 

（３）道路空間活用について 

 

Ⅱ．概要 

１．（１）① 

・事業手法について、「第１１回江戸川台東地区街づくり検討委員会」

の内容を報告した。 

１．（１）② 

・集約する公共施設の規模・配置について議論を行った。 

・委員外参加者から下記のとおり意見があった。 

 ・オフィス設計について、数値を用い、効率的・生産的に行っている。 

 ・民間では、ABW（アクティビティ・ベース・ワーキング）が進んで

いる。 

 ・新しいオフィス計画には、ペーパーレスなど DX 化も含めて検討す

る必要がある。 

 ・実際の利用者データを収集してみて検討する必要がある。 

１．（２） 



43 

 

・エリアデザインルール・マネジメントについて方針を報告した。 

・委員外参加者から下記のとおり意見があった。 

・管理と運営は異なるもので、エリアマネジメントには運営ができる

主体が必要である。 

・道路空間活用、周辺の植栽や道路の管理も含めた一体的なマネジメ

ントが重要である。 

・ジェトロ跡地の民間事業者がマネジャーとなれる可能性がある。 

・エリアマネジメントにはステップが重要。道路沿道の店舗が主体と

なっていくことが必要である。 

１．（３） 

・道路空間活用について制度概要を報告した。 

・委員外参加者から、将来を踏まえた交通ロータリーの考え方につい

て意見があった。 
 

１２．今後の検討課題 

・ジェトロ跡地における民間事業者の公募要項の作成にあたっては、設計・

建設・管理運営を同一事業者が担えるような方策を検討するとともに、駅前

広場や商店街通りを含めた駅前全体のエリアマネジメントの実施に向けた

業務内容の整理を行う必要がある。 

・駅前広場（行政）・商店街通り（行政）・ジェトロ跡地（民間）の各施設を

公民一体的な統一感のあるデザインとするための調整体制を検討する必要

がある。 

・運営段階に向けた課題として、ジェトロ跡地に新設する施設について、民

間事業者が行政部分を含めた管理・運営を効率的・効果的に行い、事業効果

を最大化するための庁内体制の構築を検討する必要がある。 

 

１３．今後の流れ  

 駅前広場については、令和 7 年度に景観設計を行い、令和８年度から本工

事に着手する予定である。 

 商店街通りについては、令和７年度に道路設計を行い、令和８年度から本

工事を行う予定である。 

 ジェトロ跡地については、令和７年度に民間事業者の公募・選定を行い、

施設設計に着手し、施設整備を行う予定である。 

 

以 上 


